会津若松市行財政再建プログラム

～未来を拓く都市経営をめざして～

 進捗状況と今後の取組み 
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第１部  収支見通し

  第１節  総括                                                        

本市は、かつてない財政危機に直面したことを受け、抜本的な行財政改革を行うため、昨年８月に行財政再建プログラムを策定しました。

一定期間内に収支均衡を図り、確固たる行財政基盤を確立することを目指し、４つの基本戦略のもとに改革を実施することとしています。

【４つの基本戦略】

１．徹底した内部管理経費の削減をおこないます

２．サービスとコストの最適化を目指します

３．公共サービス提供の枠組みを見直し、市民との協働のまちづくりを目指します

４．市民負担の公平を全うします

  プログラムの策定後、全国的にも類例の少ない厳しい人件費のカット、さらには、市民の皆様のご理解をいただきながら、補助費等及び扶助費の見直し、手数料や使用料、国民健康保険税の適正化など１４にわたる項目について、具体的な改革に鋭意取り組んでまいりました。

第２部で具体的にお示ししますが、主に人件費を中心とした内部管理経費の削減については昨年度から、その他の改革の多くは本年度から実施しています。

本市の輝かしい未来を信じ、市民と行政とが痛みをともにしながら進めてきたこの一つ一つの改革により、プログラムに掲げた平成１６年度における収支改善目標は、おおむね達成する見込みとなり、この収支改善見込額を平成１６年度当初予算に反映することができました。

しかしながら、本市の財政を取り巻く環境は悪化の度合いを著しく強めています。まず歳入の面では、市税の落ち込み、プログラムでは推計し得なかった国の三位一体の改革による臨時財政対策債の減額、さらに歳出の面では、国の制度見直しによる扶助費の増加、国民健康保険特別会計の赤字補てんの増加などにより、昨年度時点における平成１６年度の収支見通しとは大きなずれが生じ、現時点で約１０億円の財源不足が生じています。現在も財政危機は継続しており、その度合いは強まっている状況であるといえます。

したがって、改革の取組みをさらに強化していく必要があることはもとより、より柔軟な行財政システムへの転換を急ぐ必要があります。

そして、今こそ既成概念を払拭し、真に何が必要なのかを見極めながら、ゼロベースで事務事業を再構築することによって、この難局を乗り切っていかなければなりません。

  第２節  行財政再建プログラムと平成１６年度当初予算                     

(1)収支改善額の当初予算への反映状況

プログラムでは、一定期間に収支均衡を達成するための具体的な行動計画であるその位置づけから、平成１６年度から平成１８年度までの歳入の増加、歳出の削減を合わせた収支改善目標額を掲げており、平成１６年度の目標額は１６億円としています。

  １６億円の目標額に対して約１５億５千万円を予算に反映しています（※）が、このほか財産収入については財産処分の時点で補正することなどを考慮すれば、概ね目標額は達成する見込みであると言うことができます。

· 歳入においては、市税の徴収率向上、手数料・使用料等の見直しなどによる効果として約３億７千万円、歳出においては、人件費の抑制、補助費等及び扶助費の見直し、繰出金の抑制（下水道使用料、国民健康保険税の適正化）などによる効果として約１１億８千万円、あわせて約１５億５千万円の収支改善額を当初予算に反映しています。

(2)プログラム策定後の状況変化

① 市税の落込み

自治体の基幹歳入である地方税は、景気動向に大きく左右されます。昨年度、プログラムにおいて市税の動向を予測するにあたっては、平成１５年度の決算見込額をベースに、これまでの財政健全化計画と同様、国の名目成長率によって推計を行いました。

しかしながら、昨年度の経済成長の実態は、大企業を中心とした企業収益の改善が主な要因であることに止まり、地方レベルや個人の所得レベルに反映されるまでには至りませんでした。このため、平成１６年度の市税は、大きく落ち込むものと見込まざるを得ない結果となりました。

なお、本市の景気動向については、平成１５年度を底として上昇に転じつつあるものと予想しておりますが、市税については１年遅れの平成１６年度が底と考えています。


[image: image1.wmf]【市税の見込額】

プログラム16年度

16年度当初予算

（Ａ）

（Ｂ）

金額

伸び率

14,793,000

13,655,000

▲1,138,000�

▲7.7％�

（Ｂ）−（Ａ）

単位：千円


②「三位一体の改革（初年度）」の具体化

昨年暮れに、三位一体の改革にかかる初年度の内容が明らかにされました。プログラム策定時においては、その具体的な内容が明らかになっていなかったため、普通交付税の一定の減少傾向を予測した以外は、プログラムに反映することができませんでした。


[image: image2.wmf]【三位一体の改革による影響額〜平成15年度と平成16年度との比較〜】
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 ③ 見込みを上回る扶助費の増加

  プログラムでは、改革前の扶助費の伸び率４．８％に対して、２．０％まで伸び率を抑制することを目標に、各種扶助費の見直しをおこない、一定の成果を上げました。

  しかし一方で、国の制度見直しにより児童手当の支給年齢の引上げが行われたことなどにより、目標どおり伸び率を抑制することができませんでした。
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  第３節  平成１６年度の収支見通し                                      

このように、当初予算の編成において、改革の目標をほぼ達成したにもかかわらず、以上のような要因によって、平成１６年度においても、収支不均衡が続いている状況となっています。

本年度に入り、前年度繰越金の確定、普通交付税の確定等を踏まえ、本年度の収支見込み（※）を精査しました。

· 本年１１月の北会津村との予算合算後の収支は、１０月末までの同村の予算執行状況によって変わるため、現時点では、同村の歳入・歳出が同じ規模で合算されるものと想定します。したがって、現会津若松市における収支見込みとします。

[image: image4.wmf]【平成１６年度収支見込みの精査】
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  この財源不足見込額については、最終的には、庁舎整備基金の繰替運用によって対応せざるを得ません。

本年度、庁舎整備基金から、現時点での財源不足見込額の約１０億円と通常の財政運営において見込むべき繰越財源の約４億円をあわせた計１４億円程度を活用し、平成９年度におこなった繰替運用分も含めた約１８億円を、１０年程度で繰り戻す方向で、細部を調整していくこととします。

  当然これは、本年度の予算執行において、歳入確保と歳出削減に最大限に取り組んだ上での最終的な基金の活用であり、少しでも活用額を少なくする努力をすることは言うまでもありません。

  また、平成１７年度以降、財源不足を生じさせないためのしくみ、同時に、本年度に活用した基金を、毎年度、繰り戻していくためのしくみの構築に取り組んでまいります。

  第４節  中期財政見通しの時点修正                                      

平成１６年度の収支見通しを踏まえ、平成１９年度までの中期財政見通しについて、プログラムの修正をおこないます。

なお、この収支見通しは、現会津若松市としての見通しとします。

【市町村合併との関係】

本市と３町村との合併により、どの程度歳出が増加し、また、どの程度の行政効率化がはかれるか、現時点では具体的な予測が困難であるため、合併にかかる要素については、今回の中期財政見通しからは除外することとします。

なお、合併後の新市における収支見通しは、平成１７年度に策定するプログラムの見直しに反映する（３町村との合併後の１７年度から１９年度までの収支見通しを、１７年度に行う）こととします。


[image: image5.wmf]【中期財政見通し：平成１６年度時点修正】
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【推計方法】
○市税、地方消費税交付金は、平成16年1月に国が示した名目成長率によって推計しています。

○地方交付税は、平成17年度は国出口ベースの3ヶ年平均（▲6.0％）で見込み、それ以降は毎年度一定額ずつ減額になるものと見込んでいます。

○国庫支出金は、扶助費の増加分の1/2を加算し、県支出金は、同じように1/4を加算しています。なお扶助費の伸びは、平成15年度のプログラム同様2％の伸びに抑制する目標で見込んでいます。

○市債のうち通常債は、平成16年度の見込みを基本に、南花畑団地建替え、富士通跡地取得にかかる増加を勘案しています。

○臨時財政対策債は、普通交付税の減額に合わせて減少するものと見込んでいます。

○その他の歳入は、平成16年度決算見込み、又は昨年度のプログラムの見込みと同額で見込んでいます。

○歳出は、平成16年度決算見込みをベースに、昨年度のプログラムによる取組み効果を勘案して推計しています。

第２部  改革の実施状況と今後の取組み

  第１節  人件費等の抑制                                               

【改革の実施状況】

(1) 特別職給料カット

   平成16年1月から平成19年3月までの間、以下の給料カットを実施しています。

   ・市長  25％カット（うち13％は恒久的引下げ）

   ・助役、収入役、教育長、水道事業管理者  17％カット（うち10％は恒久的引下げ）

   ・常勤監査委員  12％カット（うち10％は恒久的引下げ）

(2) 一般職給料カット

人事院勧告とは別枠で、平成16年1月から平成19年3月までの間、以下の給料カットを行うこ

とを基本としています。なお、条例改正は1年ごとに行います。

・部長級  8％カット

・企画副参事級、課長級  7％カット

・一般職員  5％カット（ただし主事級のうち１、2級は2％カット、3級は3％カット）

(3) 管理職手当の引下げ

平成16年1月から、支給率の恒久的引下げを実施しました。

・部長級  20％→18％

・企画副参事級  17％→15％

・課長級  15％→13％

・総務主幹  13％→11％

(4) 退職手当の引下げ

一般職は、国家公務員に準じ、平成16年2月から「調整率」の引下げを実施しました。

・110/100→104/100（ただし、平成17年1月31日までは107/100）

特別職は、平成16年1月から「支給率」の引下げを実施しました。

・市長  50/100→46/100

・助役  35/100→30/100

・収入役  25/100→23/100

(5) 職員の新規採用の一時停止

平成15年度の採用試験による採用は最小限に止め、その後18年度まで新規採用を原則停止する

こととしています。

・平成15年度の退職者46名（再任用1名含む）に対し、同年度採用試験による採用は11名と

  なっています。

(6) 臨時職員賃金の見直し

    平成16年1月から、賃金単価の引下げ、年齢による単価区分の廃止、資格免許等による単価区

    分の新設を実施しました。

(7) 選挙事務従事者手当の引下げ

    平成15年11月の衆議院総選挙から、引下げを実施しました。

(8) 各種委員等報酬の見直し

    平成16年4月から、類似団体の平均よりも20％を上回っているものは15％引下げ、それ以外は

    10％の引下げを実施（平均を下回っているものは据置き）しました。

(9) 議員報酬の見直し

平成16年1月から、議長、副議長、議員とも5％の引下げを実施しました。

【今後の取組み】

■以上のとおり実施した改革は、現行のとおり継続します。

■新たな改革事項として、以下の事項を検討します。

① 退職時特別昇給制度の廃止

国家公務員における制度見直しに準じて廃止することとします。平成１６年度中の廃止に向け、調整を行います。

② ５５歳昇給停止制度の導入

平成１７年４月からの導入に向けて調整を行います。

③ 附属機関のあり方の見直し

諮問や審議事項がまれにしかなく、形式的な報告等がほとんどの附属機関については、通年設置から、原則的に必要時設置に改定すべく見直しを行います。

④ 行政調査の取扱いの検討

議会および行政委員会が行っている行政調査について、再建期間中の取扱いを検討します。

  第２節  補助費等及び扶助費の見直し                                   

【改革の実施状況】

(1) 補助費等の見直し

プログラムに掲げる事務事業について、行政評価を踏まえて判断しました。

・廃止、終了→新入学児童市民交通災害共済加入負担金、高齢者等住宅改造助成、高齢者住宅

  改造利子補給（新規受付を終了）

・補助率の引下げ→職員共助会交付金

・上乗せ・横出し補助の廃止→幼稚園就園奨励費補助金におけるＥランク

(2) 扶助費の見直し

プログラムに掲げる事務事業について、行政評価を踏まえて判断しました。

・廃止→災害見舞金

・所得制限の導入→重度心身障害者医療費

・自己負担の導入→ストマ用装具装着者助成

・支給要件（年齢等）の見直し→就学遺児激励金、高齢者はり・きゅう・マッサージ等サービス

【今後の取組み】

· 危機的な財政状況を踏まえ、市単独の補助金ならびに市単独の扶助費は、平成１７年度に向け、抜本的な見直しを行います。

· 市町村合併における協議のなかで、「当分の間は現行のとおり」という調整がなされている事務事業が多い状況にありますが、「当分の間」の終了後、直ちに見直しできるよう、現段階から準備作業に着手します。

· その他の補助費等についても継続して見直しを行いますが、特に以下の事項については、具体的に事務を進めます。

① 広域市町村圏整備組合消防事務費負担金の見直し

本市を除く構成町村の負担は、基準財政需要額の６９.８％ですが、本市は８５．５％となっています。合併による構成市町村の再編成を機に、負担割合の再検討に向けて調整を行います。

② 上乗せ補助等の見直し

国・県制度に基づく補助事業において、国県の補助基準額を大幅に上回る補助金のさらなる見直しを行います。

  第３節  事務事業の重点配分                                           

【改革の実施状況】

行政評価システムの運用による事務事業の選択と重点化を進めました。

・継続事務事業175件のうち、継続82件、改善84件、休止3件、廃止5件、終了1件
【今後の取組み】

· 将来における財政負担の軽減につながる施策、ならびに市民所得の増加（税収増）につながる施策に、重点をおくこととします。

(1) 将来の負担の軽減につながる施策
1 健康増進対策の充実強化

医療費や介護給付費の抑制につながる事業を立案し、積極的に取り組みます。

2 生活保護受給者への就労支援の強化

関係機関との連携のもと、就労支援の取組みを強化します。
3 ごみを減らす取組みの強化

廃棄物処理関連経費の低減をはかるため、ごみを減らすための取組みを強化します。

(2)市民所得の増加につながる施策

1 企業誘致の取組みの強化

地域資源を活かし、有効な誘致方策を検討します。

2 雇用対策の取組みの強化

会津若松雇用連絡協議会やハローワーク、民間団体との一層の連携に努めるとともに、市内企業の経営体質強化に向けた取組みにより、雇用の確保と創出を図ります。

3 新規創業支援の取組みの強化

総合的な視点から、新規創業しやすい環境づくりに取り組みます。

· これからの自治のあり方を見据えた都市経営、さらには、厳しい経済財政状況に対応できる行政経営を実現するために、新たに以下の改革を実施します。

(1) 予算編成システムの改革

これまでのような一件査定による予算編成の方法では、重点的に実施すべき事業も一律カットにならざるを得ず、また、効果的と思われる新規事業も、受け入れる余地がないという状況が強まっています。

こうした弊害をなくし、限られた財源のなかで事務事業の重点化、戦略化を推進するとともに、徹底した職員のコスト意識を醸成し、事業実施部門全体の知恵と工夫を最大限に生み出すための取組みとして、一般財源ベースでの「総枠配分方式」による予算編成システムを導入します。

(2) 行政評価システムの改革

成果主義への転換を果たし、市民への説明責任を全うするために、行政評価を実施しているところですが、評価結果のさらなる客観性、信頼性を確保するため、最終評価の前段で第三者による評価を実施するしくみを導入するなど、行政評価システムの改革に向けて取り組みます。

  第４節  外部委託の推進                                               

【改革の実施状況】
以下の業務を外部委託しました。

・平成15年度：東山浄水場運転管理業務（16年3月～）

・平成16年度：公金収納ＯＣＲ業務（16年4月～）
【今後の取組み】

· 下記の業務については、平成１７年４月からの外部委託に向けて、検討、調整をおこないます。

1 コンピュータシステム管理運営業務

2 学校給食（調理・洗浄）業務（拡大）
· プログラムに掲げるその他の業務についても、できるだけ早期の外部委託に向け、調整をおこないます。

· 地方自治法の改正を踏まえ、公の施設の管理については、「指定管理者制度※」への積極的な移行を検討するとともに、同制度に移行しない施設についても、個別業務の積極的な外部委託を検討します。

（スケジュール）

平成１６年度：導入方針の検討、各施設の管理の方向性の検討

平成１７年度：指定管理者導入に向けた関係条例の整備、指定管理者の選定

平成１８年度：指定管理者による施設管理の開始

※ 指定管理者制度：民間事業者など地方公共団体が指定する団体が、公の施設の管理運営を代行できる制度。

  第５節  外郭団体等に対する関与の見直し                                

【改革の実施状況】
  平成15年度に、外郭団体等に対する行政関与の総点検を実施しました。

   ・自立性の高い団体運営に向けて、経営改善を要請（自主財源の確保、業務内容の見直し、人件

    費の見直し等）

   ・市の財政関与の縮小（委託料、補助金等の削減）

   ・市の人的関与の縮小（※市中小企業勤労者福祉サービスセンターへの職員派遣を終了）

【今後の取組み】

· 外郭団体等に対して、総点検結果を踏まえ、さらには、「指定管理者制度」の導入を踏まえて、さらなる経営の効率化を求めます。

· 財団法人会津若松市観光公社、財団法人会津若松文化振興財団、株式会社会津リエゾンオフィスについて、再建期間中に職員派遣を終了すべく調整をおこないます。

  第６節  一部事務組合統合の働きかけ                                    

【改革の実施状況】
  平成15年度に、会津若松地方広域市町村圏整備組合ならびに会津地区広域事業組合の合同管理者

  会を開催し、以下の事項を確認しました。

    ・広域市町村圏整備組合が広域事業組合を編入する。

    ・編入の時期は、平成17年度中を目途とする。

【今後の取組み】

· 平成１７年度中の統合の実現に向けて、働きかけます。

  第７節  公共事業の見直し                                             

【改革の実施状況】
  プログラムに掲げる事業について、行政評価等を踏まえて判断しました。

　　　（「改善」としたもの）

    ・新陸上競技場→事業認可期間の延長を図りながら、財政状況を踏まえ、実施時期を判断する。
    ・鶴城地区コミュニティセンター→暫定施設ではなく恒久施設として整備していく。

    ・大塚山墓園内納骨堂→合併後の旧町村の状況や民間による整備状況を踏まえる。

【今後の取組み】

· 危機的な財政状況を踏まえ、単独事業のさらなる抑制はもとより、国県の補助事業についても、事業認可期間の延長その他の措置を講じながら、再建期間における投資的経費を最大限に抑制します。

  第８節  特別会計繰出金の抑制                                         

【改革の実施状況】
    国民健康保険特別会計、下水道事業特別会計等については、第11節および第12節による料金改

定により、基準外の繰出金を抑制しました。

  下水道事業特別会計、扇町土地区画整理事業特別会計における平成16年度の新規市債発行額は、

平成15年度よりも低くなる見込みです。
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【今後の取組み】

· 今後も継続して、特別会計繰出金の抑制を図ります。

· 物流ネットワークシティ事業特別会計、介護サービス事業特別会計の廃止については、平成１８年度までを目標に、事務を進めます。

  第９節  市債残高の低減                                               

【改革の実施状況】
  一般会計、下水道事業特別会計、扇町土地区画整理事業特別会計における市債の年度末残高は、

  平成15年度よりも減少する見込です。
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【今後の取組み】

· 今後も継続して、新規市債発行額を元金償還額以下に抑制することを基本とし、市債残高の低減を図ります。

  第１０節  入札制度の改正                                             

【改革の実施状況】
  制限付一般競争入札の適用範囲の拡大、入札参加者数の拡大、郵便入札の導入など、プログラムに

  掲げる改革について、平成15年11月から一部実施、平成16年4月から全面実施しました。

    平成16年度第1四半期における、予定価格130万円超の工事の落札率は、制度改正前の平成14

  年度と比較して6.8ポイント減少しました。（16年度 48件、落札率90.3％／14年度落札率97.1％）
【今後の取組み】

· 将来の電子入札の導入を見据えながら、現行制度を継続します。

  第１１節  手数料、使用料等の適正化                                    

【改革の実施状況】
(1)下水道使用料等の見直し

   平成16年7月から使用料を改定しました。一般汚水について基本料金月額1,000円を1,300円に、

   超過料金1立方メートルごとに30円増など、平均で19％の改定率となりました。

(2)その他の手数料、使用料等の見直し

   平成16年4月から、以下のとおり改定しました。

   ・督促手数料 ：50円→100円（ただし区画整理における清算金に係るものは80円）

   ・犬猫死体処理手数料 ：525円→1,000円（収集手数料1,000円を新設）

   ・し尿汲取り手数料 ：（人頭割制）世帯員1人あたり420円→500円、（従量制）基本料金144㍑

     まで1,210円→162㍑まで1,370円 （平均改定率13.8％）

   ・一般廃棄物処理業許可手数料 ：3,000円→10,000円

   ・浄化槽清掃業許可手数料 ：5,000円→10,000円

   ・従業員身分証交付手数料 ：150円→廃止

   ・施設器材検査手数料 ：300円→2,000円

   ・都市計画図売払料 ：各100円～200円引上げ

   ・公園使用料 ：鶴ケ城公園テニスコート25円/半日→100円/1時間をはじめ、施設全体の使用料

     見直しを実施（会津総合運動公園の一部についても見直しを実施）

   ・市営住宅駐車場使用料 ：1,700円（1,200円）/月→2,000円（1,500円）

   ・河川流水占用料等 ：県と同額に引上げ

(3)施設使用料の減免基準の見直し

   平成16年4月から、公園施設の減免率の改定（全額免除→5割免除）等を実施しました。

(4)無料サービス等の見直し

   平成16年4月から、以下のとおり見直しました。

   ・こどもクラブ→3,000円/月（ただし平成17年度までは2,000円）

   ・会津総合運動公園無料施設 ：多目的広場→210円/1時間、ゲートボール場→100円/1時間

   ・基本健康診査→費用の1割徴収

(5)国の基準への適合（保育料）

   高所得階層の保育料の引上げ、2歳児の年度途中の年齢改定における減免制度の廃止等を実施し、

   平均で1.3％の改定率となりました。

 【今後の取組み】

· 下水道使用料については、全国における平均的な資本費算入率を目安に、今後も定期的に見直しをおこないます。

· 斎場使用料については、平成１７年度中に見直しを行います。

· 減免基準の見直しについては、一部の収入における減免割合の見直しや収入によって異なってきたそれぞれの基準の違いを統一するなど、一定程度の見直しをおこなったところですが、受益者負担の原則というプログラムの趣旨に沿って、より踏み込んだ見直しを検討します。

· 無料サービスの見直しについては、新たに以下の事項を検討します。

1 ふれあいセンターの有料化

2 観光客専用駐車場（中央公民館脇）の有料化

3 町方伝承館展示室の使用料徴収            

など

· 保育料については、今後も継続して毎年度1％程度の引上げを行い、国の基準に近づけます。

  第１２節  国民健康保険税の適正化                                     

【改革の実施状況】
  平成15年度における財源不足額（一般会計からの基準外繰出金）を432,000千円（国民健康保険

  税の約15％）と予測し、16年度にその2分の1を解消すべく、4月1日から税率改定をおこない

  ました。平均で8.6％の改定率となりました。
【今後の取組み】

· 平成１６年度と平成１８年度の２段階での税率の引上げを想定していますが、平成１５年度の基準外繰出金が６億円を超えたことから、繰上充用（※）も視野に入れ、対応を検討します。平成１８年度における２段階目の改定にあたっては、基準外繰出金の解消に向けた税率を検討します。その後においては、当該年度の医療費の予測に基づき、毎年度税率の見直しをおこないます。

· あわせて、医療費の抑制に向けた取組みを強化します。

· また、国保税のさらなる徴収率向上を図ります。（第１３節）

※繰上充用：翌年度の歳入で当該年度の財源不足を補う措置

  第１３節  市税等の徴収率の向上                                       

【改革の実施状況】
  平成15年度に市税、国保税のそれぞれ「徴収率向上3ヶ年計画」を策定し、きめ細かな対策に

取り組みました。
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【今後の取組み】

· 現年度分、滞納繰越分ともに徴収率は向上し、一定の成果があがりました。しかし、景気低迷のあおりを受け、調定額全体における滞納繰越分の割合が広がっており、全体としての徴収率を上げるのは容易な状況ではなく、現状のままでは、平成１７年度まで２％の徴収率アップという目標を達成するのは困難です。平成１６年度機構改革による新体制のなかで、「徴収率向上３ヶ年計画」の検証を行い、不足する部分への対応強化などにより、プログラムの目標達成につなげていきます。

· このほか、未納金額の比較的多い税外収入について、未納対策の強化を図ります。

  第１４節  未利用財産の有効活用                                       

【改革の実施状況】
  平成15年度に、以下の財産（土地）を処分しました。

  ・平成15年11月公売：桧町地内260㎡ 19,500千円、南花畑地内382㎡ 20,029千円

  ・平成15年12月公売（土地開発公社）：白虎町地内1,838㎡ 129,000千円

【今後の取組み】

· 引き続き、未利用財産の処分を積極的に進めていきます。

第３部  改革による収支目標と市町村合併後の方針

  第１節  改革による収支目標                                           

昨年度策定したプログラムでは、各個別の取組みによる効果額の算定を踏まえながら、各年度の推計をおこなっています。しかし、今回お示しした収支不均衡を解消する方策としては、総枠配分方式による予算編成がその大きな要素を占めるため、どのような改善の取組みがなされるのか、現時点で特定することができないことから、歳出におけるそれぞれの経費を推計することは不可能です。

したがって、以下にお示しする収支目標は、まず、歳入については庁舎整備基金の繰替運用を除いて５ページの中期財政見通しと同額としますが、歳出はその範囲内に収まるよう、一定の条件によって設定せざるを得ません。

ここでは、義務的経費等を除いた、平成１７年度以降の物件費、補助費等、繰出金、投資的経費を、一律に、平成１６年度の各経費（合併関連経費を除く）の９．５％減で見込み、これによって収支均衡が達成されるよう、目標を設定することとします。
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単位：百万円


※平成17年度以降の補助費は、庁舎整備基金への繰戻しを含みます。

  第２節  市町村合併後の方針                                          

  本市は、本年１１月の北会津村との合併を決定し、さらに、平成１７年３月を目途に、河東町、湯川村との合併に向けた協議をおこなっています。

  各市町村は、これまでの歩みのなかで、地域の特性を踏まえ、それぞれ工夫をこらしながら行政運営にあたってきています。その結果として、それぞれの住民が負担する水準と受けるサービス内容が異なるということが、ある程度生じています。

  したがって、合併と同時に、すべての負担とサービスが本市に統一されるのではなく、一定期間、統一までの経過措置を設けることも必要となります。

  しかし、合併後、同じ会津若松市のなかで、地区によって負担とサービスの水準が異なることとなる、この経過措置の期間は、できる限り長期にわたらないことが肝要です。

  合併協議において、「当分の間は現行どおり」とされた事務事業については、サービスの不公平感を早期に解消できるよう、個々の事務事業ごとに見直しを進め、真に一体となった「新・会津若松市」を目指します。

  地方財政の状況が悪化するなか、一定の行政サービス水準を維持していくために、本市は、市町村合併を有力な選択肢と位置づけ、これに取り組んできました。こうしたこれまでの経過からも、必要な行政サービスを維持しながら、新市のまちづくりにつなげていくことが、市としての責任ある対応と考えています。

そのためにも確固たる行財政基盤を確立することが急務であり、プログラムを着実に推進していくとともに、今後も、毎年度の収支見通しの時点修正、改革事項にかかる所要の調整など、適切に進行管理をおこなっていきます。

おわりに

  周知のとおり、三位一体の改革については、その全体像を本年秋までに示すという国の対応により、このプログラムの見直しにおいては、その影響を正確に予測するまでには至っておりません。

  これまでの国の対応やその財政状況からみても、国と地方の役割分担を徹底的に見直し、地方にできることは地方でおこなうべきとの考えのもとに、地方の財源については厳しい対応を迫ることが予想され、場合によっては、今回の収支見通しの時点修正を上回る勢いで見直されることも、十分考えられます。

  こうしたことから、「歳入に見合った歳出構造に転換する」というプログラムの考えは、速やかに実行に移されなければなりません。

  今回お示しした見直しにおいて中核をなす取組みは、総枠配分による予算編成を通した各部局のマネジメントの強化と、自治体経営における市民との協働の推進です。

  財源が縮小していくなかで、地域全体の幸福を追求していくためには、これまでのような「既存の事務事業を削る」という発想を捨てて、各部局が、その権限と責任のなかで最大限に知恵を出し合い、工夫を凝らし、最も市民の幸福につながる事務事業を「ゼロベースで再構築する」ことが急務となっており、また、内部管理経費の徹底した削減はもとより、サービス水準と市民負担のあり方の見直し、公共サービスの担い手の見直しが必要になっています。

とりわけ、地域住民、ＮＰＯ、企業、行政など、地域の構成員がともに考え、新たな都市経営のあり方を模索し、公共サービス提供の役割分担をしていくことが、これからの自治体経営には欠かせない取組みとなります。

こうしたプログラムに掲げる４つの戦略を、包括的に具現化する取組みとして、さらには、より多くの価値を生み出し、地域全体のブランド性を高めるための取組みとして、この予算編成システムの改革を位置づけていきます。


現年度分、滞納繰越分とも、前年度より徴収率は向上しています。しかし全体では低くなり、特に市税は0.29ポイントのマイナスとなっています。 これは、現年度分の調定額の割合が減少し、滞納繰越分の調定額の割合が増加することによって生じる結果です。





　  


平成16年8月発行





会津若松市　企画政策部　企画調整課


　　　　　　　　　　　　　　財　政　課


　　　　　　　　総　務　部　人　事　課


〒965-8601　会津若松市東栄町3－46


　　　℡0242-39-1203（財政課）


　　　Ｅ-mail　zaisei＠tw.city.aizuwakamatsu.fukushima.jp





  この「進捗状況と今後の取組み２００４」は、昨年８月に策定、公表した「会津若松市行財政再建プログラム～未来を拓く都市経営をめざして～」のなかで、毎年度、収支見通しの時点修正をおこない、これに対応しつつ所要の調整を行いながらプログラムを推進していくとした「第６章  プログラムの進行管理」に基づき、とりまとめたものです。
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		【市税の見込額】 シゼイミコミガク				単位：千円 タンイセンエン

		プログラム16年度 ネンド		16年度当初予算 ネンドトウショヨサン		（Ｂ）－（Ａ）

		（Ａ）		（Ｂ）		金額 キンガク		伸び率 ノビリツ

		14,793,000		13,655,000		▲1,138,000		▲7.7％
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		【新規市債発行額】 シンキシサイハッコウガク						単位：千円 タンイセンエン

		会計 カイケイ		15年度当初予算 １５ネンドトウショヨサン		16年度当初予算 １６ネンドトウショヨサン		比較 ヒカク

		下水道事業特別会計 ゲスイドウジギョウトッカイ		1,022,680		987,900		▲ 34,780

		扇町土地区画整理事業特別会計 オウギマチトチクカクセイリジギョウトッカイ		653,000		517,900		▲ 135,100
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		【扶助費の見込額：一般財源ベース】          単位：千円 フジョヒミコミガクイッパンザイゲンタンイセンエン

		15年度当初予算 １５ネンドトウショヨサン		16年度当初予算 １６ネンドトウショヨサン		（Ｂ）－（Ａ）

		（Ａ）		（Ｂ）		金額 キンガク		伸び率 ノビリツ

		1,828,879		1,908,149		79,270		4.3%
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												単位：百万円 タンイヒャクマンエン

						15年度 １５ネンド		16年度		17年度		18年度		19年度

		1		市税 シゼイ		14,539		13,955		14,150		14,448		14,809

		2		地方消費税交付金 チホウショウヒゼイコウフキン		1,227		1,326		1,345		1,373		1,408

		3		地方特例交付金 チホウトクレイコウフキン		414		384		384		384		384

		4		地方交付税 チホウコウフゼイ		6,472		6,574		5,956		5,871		5,785

		5		使用料及び手数料 シヨウリョウオヨテスウリョウ		778		791		791		791		791

		6		国県支出金 コッコシシュツキン		5,718		6,104		6,125		6,175		6,278

		7		財産収入 ザイサンシュウニュウ		319		76		162		162		162

		8		繰入金 クリイレキン		925		1,466		24		24		24

		9		繰越金 クリコシキン		400		165		440		354		262

		10		諸収入 ショシュウニュウ		1,213		1,206		1,206		1,206		1,206

		11		市債 シサイ		3,753		4,582		2,427		2,767		2,683

		12		その他 ソノタ		1,311		1,588		1,450		1,462		1,466

		歳入合計 サイニュウゴウケイ				37,069		38,217		34,460		35,017		35,258

		1		人件費 ジンケンヒ		7,449		6,420		6,378		6,612		7,049

		2		物件費 ブッケンヒ		4,125		4,898		3,862		3,862		3,862

		3		扶助費 フジョヒ		6,022		6,565		6,694		6,828		6,964

		4		補助費等 ホジョヒトウ		3,975		3,995		3,737		3,587		3,587

		5		公債費 コウサイヒ		5,360		7,155		5,493		5,523		5,423

		6		繰出金 クリダシキン		4,854		4,874		4,355		4,355		4,355

		7		積立金 ツミタテキン		310		4		10		10		10

		8		投資的経費 トウシテキケイヒ		3,271		2,344		2,221		2,621		2,621

		9		その他 ソノタ		1,538		1,522		1,357		1,357		1,357

		歳出合計 サイシュツゴウケイ				36,904		37,777		34,107		34,755		35,228

		収支 シュウシ				165		440		353		262		30

				※15年度は決算額、16～19年度は決算見込額 １５ネンドケッサンガクネンドケッサンミコミガク
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		【中期財政見通し：平成１６年度時点修正】 チュウキザイセイミトオヘイセイ１６ネンドジテンシュウセイ										単位：百万円 タンイヒャクマンエン

						15年度 １５ネンド		16年度		17年度		18年度		19年度

		1		市税 シゼイ		14,539		13,955		14,150		14,448		14,809

		2		地方消費税交付金 チホウショウヒゼイコウフキン		1,227		1,326		1,345		1,373		1,408

		3		地方特例交付金 チホウトクレイコウフキン		414		384		384		384		384

		4		地方交付税 チホウコウフゼイ		6,472		6,574		5,956		5,871		5,785

		5		使用料及び手数料 シヨウリョウオヨテスウリョウ		778		791		791		791		791

		6		国県支出金 コッコシシュツキン		5,718		6,104		6,125		6,175		6,278

		7		財産収入 ザイサンシュウニュウ		319		76		162		162		162

		8		繰入金 クリイレキン		925		66		24		24		24

		9		繰越金 クリコシキン		400		165		-		-		-

		10		諸収入 ショシュウニュウ		1,213		1,206		1,206		1,206		1,206

		11		市債 シサイ		3,753		4,582		2,427		2,767		2,683

		12		その他 ソノタ		1,311		1,588		1,450		1,462		1,466

		歳入合計 サイニュウゴウケイ				37,069		36,817		34,020		34,663		34,996

		1		人件費 ジンケンヒ		7,449		6,420		6,378		6,612		7,049

		2		物件費 ブッケンヒ		4,125		4,898		4,037		4,037		4,037

		3		扶助費 フジョヒ		6,022		6,565		6,694		6,828		6,964

		4		補助費等 ホジョヒトウ		3,975		3,995		3,930		3,781		3,781

		5		公債費 コウサイヒ		5,360		7,155		5,493		5,523		5,423

		6		繰出金 クリダシキン		4,854		4,874		4,812		4,592		4,592

		7		積立金 ツミタテキン		310		4		10		10		10

		8		投資的経費 トウシテキケイヒ		3,271		2,344		2,443		2,843		2,843

		9		その他 ソノタ		1,538		1,522		1,357		1,357		1,357

		歳出合計 サイシュツゴウケイ				36,904		37,777		35,154		35,583		36,056

		収支 シュウシ				165		▲ 960		▲ 1,134		▲ 920		▲ 1,060

		※15年度は決算額、16～19年度は決算見込額 １５ネンドケッサンガクネンドケッサンミコミガク
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		【平成１６年度収支見込みの精査】 ヘイセイ１６ネンドシュウシミコミセイサ										百万円 ヒャクマンエン

						予算現額 ヨサンゲンガク		増減見込額 ゾウゲンミコガク		決算見込額 ケッサンミコミガク		備考 ビコウ

		1		市税 シゼイ		13,655		300		13,955		調定における固定資産税（償却資産）の伸びを考慮 チョウテイコテイシサンゼイショウキャクシサンノコウリョ

		2		地方消費税交付金 チホウショウヒゼイコウフキン		1,326				1,326

		3		地方特例交付金 チホウトクレイコウフキン		407		▲ 23		384

		4		地方交付税 チホウコウフゼイ		6,586		▲ 12		6,574

		5		使用料及び手数料 シヨウリョウオヨテスウリョウ		791				791

		6		国県支出金 コッコシシュツキン		5,878		226		6,104

		7		財産収入 ザイサンシュウニュウ		49		27		76

		8		繰入金 クリイレキン		40		26		66

		9		繰越金 クリコシキン		392		▲ 227		165

		10		諸収入 ショシュウニュウ		1,176		30		1,206

		11		市債 シサイ		4,308		274		4,582

		12		その他 ソノタ		1,588				1,588

		歳入合計 サイニュウゴウケイ				36,196		621		36,817

		1		人件費 ジンケンヒ		6,434		▲ 14		6,420

		2		物件費 ブッケンヒ		4,585		313		4,898

		3		扶助費 フジョヒ		6,503		61		6,564

		4		補助費等 ホジョヒトウ		3,975		21		3,996

		5		公債費 コウサイヒ		7,056		99		7,155

		6		繰出金 クリダシキン		4,205		669		4,874

		7		積立金 ツミタテキン		4		0		4

		8		投資的経費 トウシテキケイヒ		2,128		216		2,344

		9		その他 ソノタ		1,306		216		1,522

		歳出合計 サイシュツゴウケイ				36,196		1,581		37,777

		収支 シュウシ						▲ 960		▲ 960		→財源不足見込額 ザイゲンフソクミコミガク

		※予算現額は当初追加補正までの額 ヨサンゲンガクトウショツイカホセイヨサンガク
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		【三位一体の改革による影響額～平成15年度と平成16年度との比較～】 サンミイッタイカイカクエイキョウガクヘイセイネンドヘイセイネンドヒカク

						三位一体の改革 サンミイッタイカイカク				本市への影響見込額（Ａ） ホンシエイキョウミコミガク				再建プログラム（Ｂ） サイケン

		地方交付税の抑制 チホウコウフゼイヨクセイ				▲2兆8,600億円 ２チョウオクエン		▲12.0％		▲780,724千円 センエン		▲8.8％		▲307,017千円 センエン

				地方交付税 チホウコウフゼイ		▲1兆1,800億円 １チョウオクエン		▲ 6.5％		▲124,424千円 センエン		▲0.5％		▲307,017千円 センエン		▲5.5％

				臨時財政対策債 リンジザイセイタイサクサイ		▲1兆6,800億円 １チョウオクエン		▲28.6％		▲656,300千円 センエン		▲28.6％				15年度と同額 １５ネンドドウガク

		補助負担金等の削減 ホジョフタンキントウサクゲン				▲1兆  300億円 １チョウオクエン				▲ 89,739千円 センエン

		税源移譲 ゼイゲンイジョウ				4,507億円 オクエン				197,700千円 センエン

				所得譲与税 ショトクジョウヨゼイ		2,198億円 オクエン				197,700千円 センエン

				税源移譲予定交付金 ゼイゲンイジョウヨテイコウフキン		2,309億円 オクエン				0  円 エン

		合計 ゴウケイ				▲3兆4,393億円 ３チョウオクエン				▲672,763千円 センエン				▲307,017千円 センエン

		（Ａ）と（Ｂ）との差：▲365,746千円 サセンエン

		※（Ａ）は平成15年度決算見込額と平成16年度当初予算との差額 ヘイセイ１５ネンドケッサンミコミガクヘイセイ１６ネンドトウショヨサンサガク
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								単位：百万円 タンイヒャクマンエン

		会計 カイケイ		15年度 １５ネンド		16年度 １６ネンド		比較 ヒカク

		一般会計 イッパンカイケイ		47,530		46,057		▲ 1,473

		下水道事業特別会計 ゲスイドウジギョウトッカイ		22,250		22,138		▲ 112

		扇町土地区画整理事業特別会計 オウギマチトチクカクセイリジギョウトッカイ		9,265		9,263		▲ 2

		※最終予算ベースにおける見込 サイシュウヨサンミコ
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										％、ﾎﾟｲﾝﾄ

						14年度 １４ネンド		15年度 １５ネンド		比較 ヒカク

		市税 シゼイ				88.37		88.08		▲ 0.29

				現年度分 ゲンネンドブン		96.45		96.51		0.06

				滞納繰越分 タイノウクリコシブン		17.37		19.26		1.89

		国保税 コクホゼイ				66.54		66.87		0.33

				現年度分 ゲンネンドブン		89.88		90.63		0.75

				滞納繰越分 タイノウクリコシブン		9.71		10.48		0.77






